
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。
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公益財団法人千葉県暴力団追放県民会議

理事長　石渡哲彦

千葉市中央区中央4-13-7　千葉県酒造会館内

043-254-8930

https://boutsui-chiba.jp

平成1年6月1日

出資等の対象の区分

0

0

　県民の暴力団排除意識の高揚に資するとともに、暴力団排除活
動を推進し、併せて暴力団による不当な行為の防止及びこれによ
る被害の救済を図るなど、安全で住みよい千葉県の実現に寄与す
ること。

0

団体名 （県）所管所属

代表者
職氏名

電話番号

627,120

左記割合の
順位

1位

―

直近の決算
承認日

所在地

【設立趣意等の経緯】
 当時、暴力団は、犯罪の悪質化、多様化の傾向が著しく、資金
源を求めて社会各層に浸透し、県民の日常生活や企業の経済活動
を脅かすとともに、全国各地において、対立抗争事件や銃器使用
事件を多発させ、また、次代を担う青少年にも重大な悪影響を及
ぼすなど社会に看過しがたい脅威を与えており、憂慮すべき現状
にあった。暴力団の横暴に対しては、警察の強力な取締りはもと
より、県民総ぐるみによる強力な暴力団追放組織を結成して、暴
力団の根絶を図ることが緊要とされた。
　そこで、粘り強く、かつ永続的な暴力団追放運動を展開するた
め、千葉県はじめ各行政機関、団体、企業等の総力を結集した団
体として設立に至ったもの。

【略歴】
○H1.6.1　　設立
○H4.4.22　 暴対法規定に基づく県公安委員会指定
　　　　　　（千葉県暴力追放運動推進センター）
○H22.12.1　公益法人認定
○H26.2.7　 適格都道府県センター認定
　　　　　　（国家公安委員会認定）

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

400,000

200,000

　当団体は、平成元年の設立以来３０余年にわた
り、暴力団の根絶に向け、暴力団に関する相談業
務、民事・刑事を問わず暴力団犯罪による被害者
に対する支援・救済、暴力団組織離脱者の社会復
帰対策等、暴力団に対する専門的知識、経験を基
に各種活動を強力に展開してきた。
　これにより、暴力団排除の構図が「警察」対
「暴力団」から「社会」対「暴力団」に転換する
等、県民総ぐるみでの暴力団排除活動が活発化し
てきていることからも、今後も、社会から暴力団
を根絶、県民の暴力団排除意識の高揚のため、創
意工夫を凝らし、より一層強力な活動を推進して
いくものである。

資本金等以外の
金額（千円）

経営方針（団体代表者が記入）

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

54市町村

資本金等以外の金額

該当なし

該当なし―

民間団体

自己資金

25,000

2,120

627,120

左記全体に
占める割合

63.78%

31.89%

3.99%

0.34%

0

定款に定める
設立の目的

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

千葉県

備考

該当なし

最大出資割合12％
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

千円

【公共性・公益性】
　犯罪被害の回復、犯罪被害者の救済を図り、もって県民の安全で住みよい社会づくりに貢献している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

【事業区分】 公益目的事業

【内部収入】

【事業１】名称：公共事業１（被害者救済事業費）

【事業内容・実績】
①相談・助言事業
　暴力団等の反社会的勢力による刑事・民事事件を含めた不当要求行為を受けた被害者等からの相談や、少年に対する暴力団の
影響排除に関する相談等に対し、暴力団対策法に基づく暴力追放相談委員が応じている。暴力団に関する被害や各種相談は昨年
度８５９件の相談に対応し、県警との連携により事件化がなされた事案もある。
②貸付保護救済事業
　暴力団員等による犯罪被害者や市民等の各種訴訟のための弁護士費用の助成や、訴訟費用の無利子貸付、住民等からの委託を
受けた暴力団事務所使用差止請求業務を行っている。

千円

【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 無

【外部収入】

12,262 0 0

【事業２】名称：公共事業２（犯罪防止事業費） 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
①広報啓発・調査研究
　広く県民に対して暴力団排除及び暴力団員による不当な行為の予防に関する知識等の普及や調査研究を行っている。
②組織的活動支援
　県内で催される各暴排団体・協議会等の総会、各地の商店会連合会による暴排宣言式等に顧問・講師として出席し、資料提供
などを行っており、総会や宣誓式等に出席した。
③離脱者雇用関係促進援助
　暴力団からの離脱者の社会復帰対策として、関係機関と連携し、受け入れ企業への雇用促進事業を行っており、暴力団社会復
帰対策協議会会則の改正に伴う再申請手続きを行い、受入事業者２８社を登録した。
【公共性・公益性】
　暴力団排除のための強い決意と強力な暴力団排除気運、意識の高揚を図り、安全で住みよい社会の実現に貢献している。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

無

0

うち県からの収入うち行政からの収入

0 千円千円千円千円千円

【事業収支】

▲ 12,262

補足説明 該当なし 無

【事業支出】

0 千円

【事業３】名称：公共事業３（犯罪防止等事業費） 【事業区分】 公益目的事業

【事業内容・実績】
①不当要求防止責任者講習、少年相談委員研修、不当要求情報管理機関援助活動
　暴力団対策法に基づき千葉県公安委員会の委託を受けて、事業所の不当要求防止責任者に対して行う法定講習、同法や風営法
に基づく少年指導委員に対して行う法定研修、暴力団対策法に基づく不当要求情報管理機関に対する援助活動を行った。少年指
導委員研修会は、県内１２ブロック、１２会場において開催した。不当要求防止責任者講習会は、３９回開催し、受講者は約
２，０００人となった。
②犯罪被害者見舞金援助事業
　暴力団員等から犯罪被害を受けた被害者に被害者見舞金を支給しており、３件５名９万円を支給した。

【公共性・公益性】
　暴力団排除に関わる各事業所の責任者、少年相談委員、関係機関の知識等の向上に貢献している。

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

▲ 9,234 千円 9,234 千円 0 千円 0 千円 0

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（補助金等＋委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

▲ 4,072 千円 15,698 千円 0 千円 11,626 千円 8,716 千円 2,909 千円
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

（５）資本金等に占める
県の出資若しくは出捐の
割合又は金額の妥当性

（７）団体に勤務する県
現職者の役職・業務内容
と派遣等の必要性

基準（○年度） 実績（○年度） 目標（○年度）

（３）県が自ら施策を実
施することその他の事業
手法と費用対効果を比較
して、出資又は出捐関係
を維持する意義

（１）当初の目的を踏ま
えつつ現在において必要
性を問い直してもなお、
出資又は出捐関係を維持
する意義

（２）類似団体や民間団
体などの他の担い手が存
在している場合において
もなお、出資又は出捐関
係を維持する意義

名県以外が負担

　項目２出資等の状況に示されるとおり、県の出捐率は６３，７８％である。
　出資内訳は、県・市町村の出捐金及び補助・助成金のほか当団体の賛助会員からの賛助金、寄付金な
どによって運営がされており、当団体としても賛助会員の募集拡大などの経営努力を惜しまず行ってい
るところであるが、県・市町村による出捐金（額）が、今後も維持されることで当団体の自立経営の継
続が可能となる。
　出捐金額の妥当性については、各都道府県による出捐金を確認するに、全国平均は４億７千万円（各
県とも１００万単位以下を切り捨て概算）であり、比較的大規模県である首都圏の千葉県は全国平均以
下の金額であるというのが実態である。

【計画等名】
○○（対象期間：○～○）
【指標名】
○○（単位：○○）

【指標と事業の関係性及び達成状況】

【県が出資等した当初の目的】
 当時、資金源を求めて社会各層に浸透し、企業の経済活動を脅かすとともに、対立抗争事件や銃器発
砲事件を多発させ、県民の日常生活の脅威となっていた暴力団に対しては、警察による取締りのほか、
暴力団追放組織に結成、意識の高揚、暴力団を根絶するための運動を効果的に行うことが求めれていた
ところ、そのための強固な基盤を構築する上で、各行政機関、団体、企業等の総力を結集した永続的な
暴力団追放運動を展開することが必要とされたもの。

【関係を維持する現在の意義】
 平成４年の暴力団対策法施行により、暴力団員による不当な行為などを排除しようとする機運が社会
全体に浸透し、さらに平成２３年、千葉県暴力団排除条例の施行等を受けて、様々な職域において暴排
条項を整備したことにより、暴力団の勢力が大幅に減少し、大きな成果が見られたところである。
　しかし各地の商店街や遊技業者などで、水面下でみかじめ料支払いの事例が露見するなど、暴力団の
資金源獲得活動が沈静化しているのではなく、暴力団関係企業を利用した活動を継続させるなどして潜
在化しているのが現状であり、また、社会問題化している「電話de詐欺」などの組織背後には、暴力団
などの反社会的組織集団が暗躍している情勢にある。
　全国的には、山口組の分裂に端を発した対立抗争事案が頻発しており、県内においては、対立抗争に
起因するとみられる事件の発生はないものの、平成２９年に暴力団員による銃器使用の殺人未遂、建造
物損壊事件などが連続的に発生するなど、県民に大きな脅威と不安を与えているほか、青少年の育成に
も重大な悪影響を及ぼしている現状にあり、設立目的である暴力団排除活動の推進、被害者の救済につ
いては、現在の社会、経済情勢に合致している。
　このような情勢下において、存続は必要不可欠で、根本から暴力団組織を壊滅するまで、この暴力団
排除機運を絶やしてはならず、今後もさらに活動域を広げていく必要性を認めるものである。

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】
事業●　○○○○

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】

　暴力団対策という特殊な事業内容であることから、警察庁・県警その他の関係機関・団体との情報交
換・連携が必要不可欠である。相談受理業務などは、元暴力団員と面接することもあり、また暴力団に
関する情報知識及び事件的要素の判断など、元警察職員としての知識、経験及び判断力に基づくものが
必要であるほか、暴力団情報を取り扱うため情報管理を徹底する観点からも、他団体への委託等の選択
は難しい。
　また、県警が直接担うより公益法人を設立した方が、理事や評議員、顧問などの就任、出捐を通じ
て、各行政機関、団体、企業等の総力を結集した永続的・効果的な暴力団追放運動の展開が可能であ
り、加えて、機動的な事業展開や経理を実現することができる。

（４）県が関与の理由と
している事業が関係する
県計画等の主な達成状況

【名称】

【内容】（金額：○○千円）
○○○○

【必要性】

00県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】

【役職・業務内容】

【派遣等の必要性】

（６）運営費補助や赤字
補填等を目的とした財政
支出の名称、内容及び必
要性

名
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

　団体が行う次の取組みの状況を確認していく。
　知名度向上に向けたあらゆる媒体を利用した積極的な広報活動、入会募集活動を実施結果するなどして、新規
賛助会員を確保する。
　事業結果についても可能な限り広報し、県民への認知度向上に努める。
　広報資料のスリム化及び削減を実施するとともに、コスト削減を図る。

　昨年度は、新型コロナウイルス感染症防止対策が５類に引き下げられたものの、依然としてその影響は残って
おり、賛助会員からの退会及び会費減額希望が多く見られたため、単年度に限った措置として、当該年度に限り
会費納入を要さない等、柔軟に対応を行い、賛助会員数の大きな減少は防げたものの、賛助会費については、減
少したため、賛助会費確保のため、新たな賛助会員の獲得が課題となる。
　しかしながら、ホームページ等を利用した広報活動、研修等のあらゆる機関を通じた積極的な入会募集活動に
努めた結果、新たに９企業６個人が賛助会員として入会した。

　経営状況を把握の上、団体の判断による自立的な経営改善により、安定的かつ持続的な経営を求める。

　人件費・事業経費等の節約はもとより、あらゆる経費の節減を行いながら、各種暴排協議会をはじめ、官民主
催のイベント会場に赴いて、広報啓発資料の配付を行うなどして認知度の向上に努めた。
　また、千葉県公安委員会からの委託事業として年間３９回行っている不当要求防止責任者講習や、県内１２ブ
ロックにおいて行う補助金事業である少年指導委員研修会などの会場において、認知度向上のための広報啓発活
動を実施した。
　その成果として、講習会受講者から自身の勤務する企業での講習会（単一企業）での講習会開催要望を受けて
実施しているほか、社会復帰対策として離脱者の受け入れ賛同企業や賛助会の申し込みがあるなど、今後も啓発
活動による認知度向上を目指した活動を行っていく方針である。

関与維持（自立的な経営改善）

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

（１）関与方
針区分　※

（１）策定要
件の該当性※

（３）取組実
績とその成果

（４）課題

該当しない

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的
な取組」は、そこから転記しています。
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（既に公表されている監査結果等）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

監査テーマ

実施年度 措置の公表年月日元号　　年度 元号　　年　　月　　日

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

有直近の実施年月日 令和6年3月15日

【指摘事項】
該当なし

該当の有無

監査結果　※1

【注意事項】
該当なし

２つ前の実施年月日 令和4年3月18日 有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日 ー

措置の内容　※2

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 令和4年12月9日 措置の公表年月日 ー 監査実施の有無 有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

措置の公表年月日 ー 監査実施の有無

【注意事項】
該当なし

無
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、団体のホームページや、その他法令で定める方法により公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

監査又は会計に識見を有する者

内部的な
監査

外部的な
監査

定款

役員名簿

社団法人の構成員である
社員の名簿

事業報告書

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

有 有 有

有 有 有

有

有 有 有 有 有

財務諸表等の名称

定例回数
（書面）

2

開催状況

備置義務の
有無

備置の有無

有 有

理事会等の状況

理事会又は取締役会

議事録

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無

2 2

監査の状況
（行政による監査等は除き、

団体主体のものに限る）

情報公開に関する規程

有 有

有

有

有 有

無業務の委託方法に関する規程

資金運用に関する規程

個人情報保護に関する規程

有 有 有 有 有 有

事業計画書

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

有

有 有 有 有 有 有

有 有 有 有

有

有 有 有 有 有 有

有 有 有 有 有

有

無 無 無 無 無

有

有

有 有 有 有 有 有

有 有 有 有 有

有

無 無 無 無 無 無

有 有 有 有

有

無 無 無 無 無 無

有 有 有 有 有

85% 有

義務回数
開催回数
（書面）

新公益法人会計基準（平成20年改正）

有

有

―

備置義務
の有無

公表義務
の有無

備置の有無

有 有 有 有 有 有

名称
その
他欄

作成義務
の有無

作成の有無 公表の有無

無

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

義務の有無 就任の有無 実施している外部的な監査の内容

有

無

無
契約により、公認会計士が会計書類の適法性・
正確性などを確認している。

監事２名が会計書類の適法性・正確性などを確
認している。

補足事項

有 有

無公認会計士又は監査法人
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況

5

0

1

0 0

無

人（ 1

人（ 4

0 0 0 0

0 0 0 0

元号　　年　　月　～　元号　　年　　月

4人） 5 人（

0 0 0 0

1 1 1 1

0

人）

前年度決算（Ｒ４年）

0

千円

0 0 0

対象期間

0

歳

現年度
（Ｒ６年）

1 1 1 1 1

項　目
直近４年度前
（Ｒ２年）

直近３年度前
（Ｒ３年）

前々年度
（Ｒ４年）

前年度
（Ｒ５年）

直近決算（Ｒ５年）

＊ ＊

＊ ＊

歳 歳

平均年収 千円 千円

項　目

常勤役員

常勤職員

1 人）1

歳

千円

人（ 1 人）

策定年月日 元号　　年　　月　　日

5 5 5 5 6

1 1 1 1 1

名称 公表方法

0

4 4 4 4

0 0 0

0 0 0 0

0

人数（内数：県退職者及び県現職者） 5

4,567 4,567

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

平均年齢

特記事項

指標１：名称（単位）【実績】●●【目標】●●
指標２：

該当なし

策定の有無

取組状況

概要

指標の達成状況

人数（内数：県退職者及び県現職者）

平均年齢

平均年収

63 64
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

公益法人会計の場合

（２）損益計算書

公益法人会計の場合（正味財産増減計算書等）

（３）主な経営指標

公益法人会計の場合

※正味財産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

車検代の減少、県民のつどい未
開催による開催費用の減少のた

該当なし

該当なし

社会保険料の未払い費用増加の
ため

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

固定資産受贈益の減少のため

該当なし

▲ 169.35%

　うち評価損益等 0 0 0 該当なし

県民のつどい未開催による開催
費用の減少のため

648,627 646,782

453

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

44,163 43,739 43,262 ▲ 1.09%

　うち事業収益 7,283 7,283

35,614

21,936

62,575

236

605,500

0 0

流動負債

35,819 0.58%

項　目
前々年度決算
（Ｒ３年）

前年度決算
（Ｒ４年）

直近決算
（Ｒ５年）

直近増減率
（前年度比）

評価損益等 0 0 0 ―

▲ 0.26%

6,387 6,402 6,068 ▲ 5.22%

項 目
前々年度決算
（Ｒ３年）

固定資産

　うち管理費

605,500

35,455

668,642 668,718

7,283 0.00%

経常収益 43,937 43,711 43,596

直近増減率
（前年度比）

繰越損益相当額

　うち長期借入金

　うち有利子負債

負債合計

669,275 0.08%

627,120 627,120

605,500 0.00%

62,734 62,939 0.33%

484

負
債

経常費用

0 0 ―

0.03%

指定正味財産

当期経常増減額

経常外収益 0 315 0 ▲ 100.00%

該当なし

県民のつどい未開催による開催
費用の減少のため

該当なし

0 0 ―

前々年度決算
（Ｒ３年）

前年度決算
（Ｒ４年）

直近決算
（Ｒ５年）

3,529.98% 4,532.23% 2,592.71%

99.92% 99.93% 99.87%

0.00% 0.00%0.00%

その他収入 0 0 0 ―

当期正味財産増減額 ▲ 355 158 205 29.75%

当期一般正味財産増減額 ▲ 355 158 205 29.75%

当期指定正味財産増減額

0

経常外費用 129 129 129 0.00%

当期経常外増減額 ▲ 129▲ 129 186

0 0 0 ―

―

固定資産受贈益の減少のため

その他支出

837 72.93%

前年度決算
（Ｒ４年）

直近決算
（Ｒ５年）

▲ 226 ▲ 28 334 1,292.86%

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

該当なし

0 0 0

0 ―

―

567 484 837 72.93%

567

該当なし

車両の減価償却が終了したため

該当なし

647,574 0.12%資
産

流動資産 20,015 21,701

▲ 33.05%

資産合計

項　目

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

自己資本比率（正味財産÷（負債＋正味財産）×100）

有利子負債比率（有利子負債残高÷正味財産×100）

627,120 0.00% 該当なし
参
考

固定負債

社会保険料の未払い費用増加の
ため

該当なし0

▲ 1.07%

　うち有形固定資産 158

正
味
財
産

一般正味財産

正味財産合計 668,075 668,234 668,439 該当なし

基本財産

該当なし
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１１　借入金等残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金等

各年度の償還金等

借入金等決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券等損益 ⑪＋⑫

有価証券等評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益）⑫

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

―

0.00% 0.00% ―

2,867

0.55%

0.41%

前年度決算
（Ｒ４年）

直近増減率
対前年度比

直近決算
（Ｒ５年）

―

0 0 ―

1.46%

0 ―

0.00%

0.04%

▲ 0.26%

資
金
運
用
等

10,335 10,241 10,148 ▲ 0.91%

▲ 129 ▲ 129 ▲ 129 0.00%

10,464 10,370 10,277 ▲ 0.90%

625,000

2,909

625,000

借
入
・
償
還
先
の
内
訳

625,000

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

7,283 7,283 7,283

16.58% 16.66% 16.71%

2,843

0

6.47% 6.56%

0 0 0 ―

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

直近４年度前
（Ｒ１年）

直近３年度前
（Ｒ２年）

前々年度
（Ｒ３年）

0.00%

6.67% 0.11%

0 ―

0

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

前年度
（Ｒ４年）

直近決算
（Ｒ５年）

23.05% 23.22% 23.38% 0.16%

11,526 11,562 11,626

43,936 43,710 43,595

0 0

0.00%

前々年度決算
（Ｒ３年）

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0

0 0 0 ―

0

0 0 ―

0 0

0 0 0 ―

0

項　目

運営費補助

赤字補填等

経営難を理由とした追加出資又は出捐

▲ 0.90%

▲ 0.26%

▲ 16.90%

10,464 10,370 10,277

19,504 19,265 19,215

142 213 177

2,300 2,300 2,300 0.00%

10,126 10,150 10,192

0

保有・運用中の有価証券等の取得額

項 目
前々年度決算
（Ｒ３年）

前年度決算
（Ｒ４年）

直近決算
（Ｒ５年）

直近増減率
対前年度比

項 目
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